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間に対する暫定予算の期間分のみの契約とする。

２．競争参加資格

（１）基本的要件

１）単体企業

a) 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という ）。

第９８条において準用する予決令第７０条及び第７１条の規定に該当しな

い者であること。

b） 競争参加資格確認申請書の提出時において、東北地方整備局（港湾空港

。） （ ） 、関係を除く 平成２９・３０年度一般競争 指名競争 参加資格のうち

土木関係建設コンサルタント業務に申請を行い受理されている者であり、

平成２９年４月１日に認定がなされうものであること。(会社更生法（平

成14年法律第154号)に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は

民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがな

されている者については 手続開始の決定後 東北地方整備局長 以下 局、 、 （ 「

長」という ）が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受。

けていること 。平成２９年４月１日に、平成２９・３０年度一般競争。）

（指名競争）参加資格の認定がなされない場合は、競争に参加する資格を

有しない者のした入札に該当し、当該入札は無効とする。

また、平成２９年４月１日に上記と同一の競争参加資格の認定を得てい

ること。認定が得られない場合は競争に参加する資格を有しない者のした

入札に該当し、その者のした入札は無効とする。

※受理確認資料として、インターネット申請を行った者にあっては、デ

ータ申請後に発行される「受付票」メールの写し及びインターネット一元

受付による申請書の測量等実績高と希望業種 国土交通省地方整備局等 道（ （

路・河川・官庁営繕・公園関係 ）のページ（別添参考例① 、郵送によ） ）

る申請を行った者については、申請後に発行される「受理票」はがき及び

申請書様式①－１、①－２の写しをそれぞれ提出のこと。

c) 競争参加資格確認申請書の提出期限の日から開札の時までの期間に、局

長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停止を受けている期間中で

ないこと。

d) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ず

るものとして、国土交通省発注の建設コンサルタント業務等からの排除要

請があり、当該状態が継続している者でないこと。

２）設計共同体

上記１）単体企業に掲げる条件を満たしている者により構成される設計共同

体であって 「競争参加者の資格に関する公示 （平成２９年１月３０日付け東、 」

北地方整備局長）に示すところにより、東北地方整備局長から三春ダム水質分

析業務に係る設計共同体としての競争参加者の資格（以下「設計共同体として

の資格」という ）の認定を開札の時までに受けている者であること。。

競争参加資格確認申請書等の提出期限までに２ （１）１）b)の申請を行っ．

ていない者も競争参加資格確認申請書等を提出することができるが、平成２９

年１月３１日までに２ （１）１）b)の申請を行い受理されていること。．

※平成２９・３０年度の一般競争（指名競争）参加資格審査申請が受理さ
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れていることが確認できる資料（２ （１）１）b)）※に掲げる資料）につ．

いては、４ （３）の提出期限までに４ （３）の提出方法により提出する． ．

こと 但し４ ３ の提出期限までに 平成２９・３０年度の一般競争 指。 ．（ ） 、 （

名競争）参加資格審査申請が受理されていない場合は、平成２９年１月３１

日までに４ （１）まで持参又はＦＡＸにより送付する事ができる（ＦＡＸ．

の場合は必ず受信確認を行うこと）

（２）入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと （資。

本関係又は人的関係がある者の全てが設計共同体の代表者以外の構成員であ

る場合を除く （共通入札説明書参照）。）

（３）業務実施体制に関する要件

１）競争参加資格確認申請者は、福島県内において恒常的に水質・底質分析を

行うものとし、三春ダム管理所水質試験室又は自社の分析施設（福島県内の

計量証明事業所に限る ）を使用して分析の実施が可能であること。。

２）業務の主たる部分を再委託しないこと。

競争参加資格申請者は、次に示す項目について自社の担当者によって実施

出来なければならない。

ａ）生活環境項目の分析

（ｐＨ、ＢＯＤ、ＳＳ、ＤＯ、大腸菌群数、ＣＯＤ、総窒素、総リン）

ｂ）資料整理

・分析野帳の整理

・月別水質分析結果表の作成

・水文水質データベース入力支援システム様式への分析データ入力

３）競争参加資格確認申請者は、水質事故など水質異常時の分析対応ができる

よう常に連絡が取れる体制及び分析ができる体制を確保出来るものでなけれ

ばならない。

（４）同種又は類似業務等の実績

下記１）から３）のいずれかの実績（設計共同体の場合は、代表者について

１件以上）を有すること。ただし、１）及び２）は国、特殊法人等、地方公共

団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注し

た業務で、平成１９年度以降公示日までに完了（平成２８年度完了予定も対象

に含む）した業務（発注者から直接請け負った者（以下「元請け」という ）。

として実施した業務）とし、３）は平成１９年度以降公示日までに実施した研

究実績とする。

１）同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等が発注した公共用水域及び

上下水道、工業用水等における水質分析、水質試験業務

２）類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等が発注した水質分析、水質

試験業務

３）研 究：水質管理又は水質等の分析に関する研究実績

（５ （４）の１）もしくは２）の実績として挙げた業務成績が６５点以上である）

こと。ただし 「地方整備局委託業務等成績評定要領」に基づく業務成績以、

外の業務は、この限りではない。

（６）入札説明書において示す、評価対象業務の業務評定点の平均点が６０点以上
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であること。ただし、評価対象業務の実績がない場合は、この限りではない。

（７）配置予定技術者に対する要件

配置予定技術者に対する要件は入札説明書による。

（８）競争参加資格確認申請書の記載内容において、次の事項に該当し、業務が適

切に履行できないと判断される場合は、競争参加資格がないものとする。

１）内容が殆ど記載されておらず、提案内容が判断できない場合。

２）業務目的に反する記述や事実誤認等、適切な業務執行が妨げられる内容と

なっている場合。

（９）競争参加資格確認申請書提出時、入札時それぞれの期限内において、本業務

の説明書及び見積に必要な図書等、電子入札システムの調達案件一覧中の本案

件の「登録文書一覧」掲載の全ての資料について、入札しようとする者の代表

者又は代理権限のある名義人のＩＣカードにより、電子入札システムよりダウ

ンロードしていなければならない。

なお、契約担当官等の指定する方法（ＣＤ－Ｒ等による貸与等）での交付を

受けている場合はこの限りではない。資料をダウンロードしない者は入札に参

加できない場合がある。

３．総合評価に関する事項

（１）落札者の決定方法

入札参加者は、価格及び技術提案等をもって入札をし、次の各要件に該当す

（ ） （ 「 」るもののうち下記 ２ 総合評価の方法によって得られた数値 以下 評価値

という ）の最も高い者を落札者とする。。

１）入札価格が予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の

範囲内であること。

２）落札者となるべき者の入札価格が予決令第８５条に基づく調査基準価格を

下回る場合は、予決令第８６条の調査を行うものとする。

３）上記において、評価値の最も高い者が２人以上あるときは、該当者にくじ

を引かせて落札者を決める。

（２）総合評価の方法は入札説明書による。

４．入札手続等

（１）担当部局

〒９６３－７７２２ 福島県田村郡三春町大字西方字中ノ内４０３－４

国土交通省 東北地方整備局 三春ダム管理所 総務係

ＴＥＬ：０２４７－６２－３１４５

ＦＡＸ：０２４７－６２－３１７０

（２）入札説明書等の交付期間、場所及び方法

１）電子入札システムにより交付する。交付期間は公示日から競争参加資格確

認申請書提出期限の日の前日までの土曜日、日曜日及び休日を除く毎日、９

時００分から１８時００分まで。

２）やむを得ない事由により、上記交付方法による入手ができない本選定の参

加希望者に対しては、記録媒体（ＣＤ－Ｒ等）より電子データを交付するの
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で、上記４ （１）にその旨連絡すること。．

（３）競争参加資格確認申請書の提出期限等

提出期限：平成２９年２月１４日（火）１４時００分

提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札方式によ

る場合は、持参又は郵送（書留郵便に限る。提出期限必着 ）又は。

（ 。 。 「 」託送 書留郵便と同等のものに限る 提出期限必着 以下 持参等

という ）により上記４ （１）に提出するものとする。 ．

（４）入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法

入札期限：平成２９年３月１３日（月）１４時００分

提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札方式によ

る場合は、持参等により上記４ （１）に提出するものとする。．

開札日時：平成２９年３月１４日（火）１０時００分

５．その他

（１）手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限る。

（２）入札保証金及び契約保証金

１）入札保証金 免除。

２）契約保証金 免除

（３）入札の無効

本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、競争参加資格確認申請書

に虚偽の記載をした者のした入札、無効の技術提案をした者のした入札及び入

札に関する条件に違反した入札は無効とする。

（４）手続きにおける交渉の有無 無。

（５）契約書作成の要否 要。

（６）関連情報を入手するための照会窓口 上記４ （１）に同じ。．

（７）契約図書に定める事項に違反した行為が認められた場合には、指名停止等厳

正な措置が講じられることがある。

（８）詳細は入札説明書による。
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